
 
自 平成２１年４月 １日 
至 平成２２年３月３１日 
 

平成２１年度事業報告書 

 

  本協会は、貸金業者の業務の適正な運営を確保し、資金需要者等の利益の保護を図るとと

もに、国民経済の適切な運営に資することを目的として、改正貸金業法等に係る各種取組み

や資金需要者等への知識の普及及び啓発等に重点を置き、法の完全施行が円滑に行われるた

めに次の業務を行った。 

 
【自主規制部門】 

１ 協会員等に対する法令、諸規則等の遵守の徹底及び諸規則の整備・充実 

⑴ 改正貸金業法第 3 条の施行に伴い自主規制基本規則等諸規則の改正を行うとともに、

同法第 4条施行を控えて関係諸規則等の改定について、金融庁の見解を踏まえ検討を行

った。 

⑵ 改正貸金業法第 3条の施行に伴う諸規則の改定内容について、全国 11 箇所の地区協議

会や毎月の協会機関誌にて周知するとともに、協会員からの法令の解釈等に関する年間

6,635 件の電話問合せに対応した。 

⑶ 協会員から法令等違反として 223 事案の届出と個人情報漏えい等事案として 916 件の

報告が規律審査室にあり、内 7会員について違反に対する措置と併せて改善指導を行う

とともに、届出違反を集計、分析し、特に多い法令等違反の再発防止策をホームページ

等に掲載し注意を喚起した。このほか書類監査に係る本協会定款及び自主規制基本規則

違反等により、57 会員の処分、措置を行った。 

⑷ 広告審査基準等に基づき、新たに 8 月より審査開始の電話帳広告を含め新聞・雑誌・

テレビの出稿広告 841 件の審査を実施し、内 774 件を承認した。 

⑸ テレビＣＭ4,346 件と新聞・雑誌 20,391 件の出稿広告のモニタリングを行い、法令等

違反のあった 21 会員に対し個別指導を実施した。 

 

２ 苦情処理及び相談対応 

⑴ 相談センターに寄せられた資金需要者等からの苦情 785 件、相談 48,138 件に対し適切

に対応した。生活再建支援（カウンセリング）については、新規相談者 133 名に対して

834 回、前年度からの継続相談者 47 名に対して 268 回、合計 180 名の相談者に対して

延べ 1,102 回の面接相談及び電話相談を実施した。 



⑵ 多重債務者の相談機会の拡充を図り、併せて協会の認知度向上のため主要消費者団体

及び消費生活センター（首都圏及び財務局所在地）に対して訪問活動を実施し、連携強

化を推進した。 

⑶ 金融商品取引法等の一部を改正する法律において、金融分野における裁判外紛争解決

制度(金融 ADR 制度)が設けられたことに伴い、指定紛争解決機関（金融 ADR 機関）設置

に関する調査・研究のもと、設立に向けての準備を進め、平成 22 年 3 月の理事会で当

協会内に指定紛争解決機関を設置することの承認を得た。 

 

３ 協会員に対する監査の実施 

⑴ 平成 21 年度監査計画に基づき、実地監査については年度を通じ 50 会員程度を計画し

ていたが、56 会員に対し一般監査を実施した。このほか 20 年度書類監査において処分

を行った 8会員に対して、フォローアップのための特別監査を実施した。この結果、21

年度の実地監査総数は 64 会員となった。 

⑵ 書類監査については、2１年度は「完全施行に向けた態勢整備についての認識度の再確

認」を主眼に、社内規則の策定及び内部管理態勢の整備・実施状況について監査するこ

ととし、設問項目数を 65 項目に絞り実施した。また、協会員の業務の繁忙期を避ける

ため、協会員に対する実施通知は平成 22 年１月 15 日付で行うとともに、監査結果につ

いては 6月を目途に協会員あて通知し、その取りまとめ結果を公表することとした。 

 
【貸金戦略部門】 

１ 積極的なディスクローズ・広報の実施 

  ⑴ 月次実態調査の定例公表に加え、資金需要者等の現状と動向に関する調査などの目的 

別に行った調査結果等を記者クラブで発表し、またホームページで公表した。 

  ⑵ 協会機関誌「JFSA news」（毎月 1 回）、季刊誌「季刊 JFSA」（四半期毎）を発行した。 

    ⑶ 6 月 16 日に第 2回定時総会に関する記者会見及び記者懇談会を開催したほか、新聞・

雑誌・テレビ等マスコミからの取材・問合せに適時、適切に対応した。 

 

 ２ 資金需要者等への金融に係る知識の普及啓発 

⑴ 法改正関連啓発活動を多面的に実施した。 

     ① 中央紙・地方紙等、新聞広告を延べ 161 紙へ出稿 

   ② 女性週刊誌等、雑誌広告を延べ 8誌へ出稿 

   ③ 全国主要都市の鉄道を中心に、車内窓上広告を 184 線 31,500 枚出稿 

   ④ Yahoo！JAPAN へのインターネットバナー広告を延べ 21 週間出稿 

   ⑤ 法改正の告知ポスター・リーフレット等の制作、配布 

   ⑥ 資金需要者等から広く意見を収集するための、協会ホームページ内ご意見フォーム 

の開設 



 ⑵ 多重債務者防止のための広告を、スポーツ紙等 6紙に合計 36 回掲載した。 
⑶ 相談センター案内のタウンページ広告を出稿した。 

⑷ 資金需要者等を対象とした消費行動診断・家計管理診断のホームページコンテンツの 

追加開発を行うとともに、その内容をさらに充実した。 

⑸ 資金需要者等を対象とした、小冊子「ローン・キャッシング Q&A BOOK」を 18 万部増 

刷し、各地方自治体（成人式）・消費者センターへ無償配布した。また、相談センター 
案内用リーフレット、ヤミ金融被害防止ポスター・同リーフレットを継続して配布した。 

⑹ 全国の高校、大学、消費者センター、自治体等の要請を受けて学生や新社会人等を対 

象に、消費者啓発のための講師派遣・出前講座を延べ 45 回（1,325 名参加）実施した。 

 

３ 貸金業の現状等に係る調査研究の実施 

⑴ 資金需要者等の法改正の認知度の検証、協会員の経営実態の現状等、目的別に各種ア

ンケート調査を合計 4回実施し、調査研究の成果を定期刊行物・ホームページ等で公表

した。 

⑵ 貸金業界のトレンド値を把握することを目的として、協会員 69 社の協力により月次実

態調査を継続実施した。 

  ⑶ 本年度実施した各調査結果を取りまとめ、「平成 21 年度版 JFSA 白書」を発刊した。 

 

４ 貸金業関係法令等に係る調査研究及び建議要望  

⑴ 改正貸金業法附則 67 条の見直し対応について、各種アンケート調査によるデータ及び

公知情報、資金需要者の声の収集等、調査研究活動の結果を取りまとめ、その都度、記

者会見を行う等、マスコミへの積極的な広報を行った。 

⑵ 11 月 30 日、「貸金業制度に関するプロジェクトチーム」の第 1回事務局ヒアリングに

出席し、アンケート調査結果に基づき貸金業界の現状について説明するとともに、課題

を提起した。 

⑶ 12 月 22 日、「貸金業制度に関するプロジェクトチーム」大塚座長に対して「改正貸金

業法の完全施行に向けて」と題した意見書を提出し、併せてその内容について協会ホー

ムページに公表した。 

⑷ 平成 22 年度税制改正要望事項を取りまとめ、金融庁及び関係先に提出した。 

 

５ 研修活動 

⑴ 貸金業務取扱主任者研修を 12 月まで全国 10 箇所で 29 回開催し、更新研修Ａは 1,496 

名、新規研修Ｂは 421 名が修了した。 

⑵ 改正貸金業法の一層の理解促進のため、新たに専用テキストを制作し、協会員・非協

会員対象に「貸金業者のための業務研修会」を 7月から 10 月にかけて全国 11 箇所で延

べ 21 回開催し、8,052 名に研修を行った。 



⑶ 全国 9 地区及び沖縄県での協議会において業務研修会を開催し、指定信用情報機関の

利用に関する詳細説明及び加入手続き等について説明を行った。 

⑷ 改正貸金業法第 3条施行に伴い、法令集を改訂し 7月から販売を開始した。 

 

６ 協議会の活動状況 

⑴ 6 月から 7月にかけて全国 9地区及び沖縄県で全体会議を開催し、第 2回定時総会の 

報告等を行うとともに、協会員より協会運営上の要望事項等を聴取し、意見交換を通じ 

て相互の理解促進を図った。 

  ⑵ 貸金戦略会議と協議会正副会長との懇談会を 12 月 11 日に東京にて開催し、貸金戦略

会議の活動状況を報告するとともに、各地区協議会からの意見・要望を聞き今後の協会

活動の参考とした。 

 

【資格試験部門】 

 １ 指定試験機関の指定と資格試験の実施 

⑴ 6 月に貸金業務取扱主任者資格試験の指定試験機関として内閣総理大臣の指定を受け、

平成 21 年度試験事務に係る事業計画書並びに試験委員会の検討結果に基づき資格試験

を 4回実施した。 

⑵ 資格試験の試験日及び試験の結果 

  第１回 第２回 第３回 第４回 年間累計 

試験日 2009/8/30 2009/11/22 2009/12/20 2010/2/28   

試験地（会場数） １７試験地（50） １７試験地（26） １７試験地（26） １７試験地（20）   

受験申込者数 46,306 人 17,780 人 16,254 人 9,908 人 90,248 人

受験者数 44,708 人 16,597 人 12,101 人 8,867 人 82,273 人

受験率 96.55% 93.35% 74.45% 89.49% 91.16%

合格者数 31,340 人 10,818 人 7,919 人 5,474 人 55,551 人

合格率 70.10% 65.18% 65.44% 61.73% 67.52%

 

２ 主任者登録事務の実施 

⑴ 主任者登録事務の受任申請の認可を受け、第 1 回試験から合格者に主任者登録の手引

き等の申請手続書類を発送し、主任者登録に係る事務を開始した。 

   ⑵ 主任者登録申請の受付、登録完了通知の発送状況（平成 22 年 3 月 31 日現在）（件数） 

登録申請書の受付 30,809

登録完了通知の発送 20,750

 

 



【総務部門】 

１ 協会員数の推移（平成２１年４月～２２年３月） 

  4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 計 

加入 19 10 9 11 9 8 9 8 6 6 5 9 109

退会 △48  △30  △22 △10 △9 △18 △16 △30 △11 △7  △16  △66  △283

廃業 △116 △42 △63 △46 △46 △43 △40 △31 △43 △35  △58  △62  △625

不更新 △3  △4  △5  △2 △4 △6 △7 △2 △3 △6  △3  △6  △51

登録取消 △2  △1  △1  △5 △2 △5 △3 △4 △1 0 △1  △2  △27

除名 0 0 0 0 0 0 △6  0 0 0 0 △9 △15

会員権承継等 1 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 2

月末協会員数 2,841 2,774 2,692 2,640 2,589 2,525 2,462 2,403 2,351 2,309 2,236 2,100

 

２ 貸金業者（非協会員）の協会加入促進 

⑴ 新規登録業者の登録済通知書交付時や問合せ･相談の際､協会の業務内容や協会員が利用

できるサービスについて案内を実施した｡ 

⑵ 行政窓口に加入案内リーフレットの設置依頼を行ったほか､登録行政庁の業務指導など

を通じて､協会における法務相談等の紹介を依頼した｡ 

⑶ 行政庁の業務研修会が開催された折りに､講師派遣の機会を通じて非協会員に加入案内

を行った｡ 

 

３ 貸金業法第 41 条の 8の規定に基づく行政協力事務 

⑴ 改正貸金業法第 3 条施行に伴い、貸金業者登録に係る申請書、届出書の様式改訂を行っ

た。 
  ⑵ 改正貸金業法第 3 条施行に伴う事業報告書様式の改訂にあわせて、協会ホームページ上

の記入例についても所要の修正を行った。 
⑶ 改正貸金業法第 4 条施行時に個人顧客等への貸付けを行う業者について、指定信用情報

機関への加入が事実上義務付けられることを、協会機関誌等で繰り返し周知を図った。 
⑷ 信用情報機関の指定に関して、指定時に協会員にその事実を通知するとともに、「指定信

用情報機関との信用情報提供契約に関する届出書」の記載方法・様式を送付し、届出の徹

底を図った。 
 

４ 会費計算書の様式・報告方法の改善 

会費計算書について、請求根拠となる事業報告書の数値と計算結果である会費額を予 

め協会本部で印字する様式に改め、協会員の作成負担の軽減化、報告の簡便化を図った。 



５ 認定個人情報保護団体の認定の取得 

   個人情報の保護に関する法律第 37 条第 1項に基づく認定個人情報保護団体として、平成

22 年 3月 31 日付で金融庁長官から認定を受けた。 

   併せて、「個人情報保護に関するガイドライン」を「個人情報保護指針」に改称し、金融

分野における個人情報保護に関するガイドライン等に基づき所要の改正を行うとともに、

新たに「認定個人情報保護団体の業務に関する規則」を制定した。 

 

６ 事務局体制の整備・充実 

  改正貸金業法第 3条施行に伴う、貸金業務取扱主任者に係る指定試験機関の指定及び主

任者登録事務の受任に合わせて、「資格試験センター準備室」を「資格試験センター」に

改称・改組し、その管下に「試験事務課」及び「登録事務課」を新設した。 

   
７ 内部監査の実施及び役職員のコンプライアンスの徹底 

協会業務の整備状況及び運用状況を検証し、業務の有効性を評価することにより、内部

管理態勢の定着と安定を図ることを目的として、本部 8 部署及び 40 都道府県支部を対象

に内部監査を実施した。また、自主規制機関としての役職員のコンプライアンス向上のた

め、協会内報での啓発活動など周知徹底を図った。 

 

  

 



○ 総会・理事会・会議・委員会・協議会・役員等 

 

１ 総 会 

平成 21 年 6 月 16 日、第 2 回定時総会を開催し、次の議案を付議し、すべて原案どおり承

認可決した。 

   第 1 号 平成 20 年度事業報告書承認に関する件 

   第 2 号 平成 20 年度決算報告書及び財務諸表承認に関する件  

   [平成 20 年度監査報告] 

   第 3 号 平成 21 年度事業計画書（案）承認に関する件 

   第 4 号 平成 21 年度収支予算書（案）承認に関する件 

   第 5 号 定款の改正に関する件 

 

2 理事会 

本年度中、理事会を 12 回開催し、協会員の入退会、定款及び諸規則の改正、平成 22 年度

事業計画、平成 22 年度収支予算（案）など本協会の業務運営に関する重要事項について審議、

承認した。 

 

 ⑴ 第 1回理事会（平成 21 年 4 月 28 日） 

  ① 審議事項 

第 1号 本協会への新規加入承認に関する件（定款第 16 条第 3項） 

第 2号 本協会からの退会承認に関する件（定款第 19 条第 2項） 

第 3号 平成２０年度事業報告書（案）承認に関する件 

第 4号 平成２０年度収支決算報告書（案）承認に関する件 

第 5号 定款の改正に関する件 

第 6号 定款改正に伴う関連規則の改正に関する件 

その他 

  ② 報告事項 

   ⅰ 自主規制会議報告 

   ⅱ 貸金戦略会議報告 

   ⅲ 総務委員会報告 

   ⅳ 平成２１年度事業計画書（案） 

   ⅴ 平成２０年度年次報告書「苦情・相談受付状況」 

   ⅵ 平成２０年度内部監査結果報告 

   ⅶ その他 

 

 



⑵ 第 2回理事会（平成 21 年 5 月 8日）（書面による理事会） 

  ① 審議事項 

第 1号 本協会への新規加入承認に関する件（定款第 16 条第 3項） 

第 2号 本協会からの退会承認に関する件（定款第 19 条第 2項） 

第 3号 第２回定時総会に付議すべき議案に関する件 

（1） 平成２０年度事業報告書承認に関する件 

（2） 平成２０年度収支決算書及び財務諸表承認に関する件 

（3） 平成２１年度事業計画書（案）承認に関する件 

（4） 平成２１年度収支予算書（案）承認に関する件 

（5） 定款の改正に関する件 

 

⑶ 第 3回理事会（平成 21 年 6 月 16 日） 

① 審議事項 

第 1号 本協会への新規加入承認に関する件（定款第 16 条第 3項） 

第 2号 本協会からの退会承認に関する件（定款第 19 条第 2項） 

第 3号 指定試験機関の指定の申請及び主任者登録事務の受任の申請に関する件 

第 4号 「貸金業の業務運営に関する自主規制基本規則」の一部改正に関する件 

第 5号 「業務の適正な運営に関する社内規則策定にあたっての細則」の一部改正に関

する件 

第 6号 「広告審査に係る審査基準」の一部改正に関する件 

その他 

  ② 報告事項 

   ⅰ 自主規制会議報告 

   ⅱ 貸金戦略会議報告 

   ⅲ 総務委員会報告 

   ⅳ その他 

 

 ⑷ 第 4回理事会（平成 21 年 7 月 23 日） 

① 審議事項 

第 1号 本協会への新規加入承認に関する件（定款第 16 条第 3項） 

第 2号 本協会からの退会承認に関する件（定款第 19 条第 2項） 

第 3号 貸金戦略会議委員１名補充選任に関する件 

第 4号 総務委員会委員３名補充選任に関する件 

その他 

  ② 報告事項 

   ⅰ 自主規制会議報告 



   ⅱ 貸金戦略会議報告 

   ⅲ 総務委員会報告 

   ⅳ その他 

 

⑸ 第 5回理事会（平成 21 年 8 月 25 日）（書面による理事会） 

① 審議事項 

第 1号 本協会への新規加入承認に関する件（定款第 16 条第 3項） 

第 2号 本協会からの退会承認に関する件（定款第 19 条第 2項） 

  ② 報告事項 

   ⅰ 自主規制会議報告 

   ⅱ 貸金戦略会議報告 

   ⅲ 総務委員会報告 

   ⅳ 平成 22 年度税制改正要望の提出について 

 

 ⑹ 第 6回理事会（平成 21 年 9 月 25 日） 

  ① 審議事項 

第 1号 本協会への新規加入承認に関する件（定款第 16 条第 3項） 

第 2号 本協会からの退会承認に関する件（定款第 19 条第 2項） 

第 3号 「苦情処理及び相談対応に関する規則」の一部改正に関する件 

第 4号 平成２０年度書類監査結果に対する処分・措置に関する件 

その他 

  ② 報告事項 

   ⅰ 自主規制会議報告 

   ⅱ 貸金戦略会議報告 

   ⅲ 総務委員会報告 

   ⅳ その他 

 

 ⑺ 第 7 回理事会（平成 21 年 10 月 20 日） 

  ① 審議事項 

第 1号 本協会への新規加入承認に関する件（定款第 16 条第 3項） 

第 2号 本協会からの退会承認に関する件（定款第 19 条第 2項） 

その他 

  ② 報告事項 

   ⅰ 自主規制会議報告 

   ⅱ 貸金戦略会議報告 

   ⅲ 総務委員会報告 



   ⅳ 試験委員会報告 

   ⅴ その他 

 

⑻ 第 8回理事会（平成 21 年 11 月 26 日） 

① 審議事項 

第 1号 本協会への新規加入承認に関する件（定款第 16 条第 3項） 

第 2号 本協会からの退会承認に関する件（定款第 19 条第 2項） 

第 3号 「個人情報保護に関するガイドライン」の一部改正に関する件 

第 4号 「認定個人情報保護団体の業務に関する規則」の新設に関する件 

その他 

② 報告事項 

   ⅰ 自主規制会議報告 

   ⅱ 貸金戦略会議報告 

   ⅲ 総務委員会報告 

   ⅳ 試験委員会報告 

   ⅴ その他 

 

 ⑼ 第 9 回理事会（平成 21 年 12 月 18 日） 

  ① 審議事項 

第 1号 本協会への新規加入承認に関する件（定款第 16 条第 3項） 

第 2号 本協会からの退会承認に関する件（定款第 19 条第 2項） 

第 3号 建議書「改正貸金業法の完全施行に向けて」の提出に関する件 

その他 

  ② 報告事項 

   ⅰ 自主規制会議報告 

   ⅱ 貸金戦略会議報告 

   ⅲ 総務委員会報告 

   ⅳ 試験委員会報告 

ⅴ その他 

 

 ⑽ 第 10 回理事会（平成 22 年 1 月 26 日）（書面による理事会） 

  ① 審議事項 

第 1号 本協会への新規加入承認に関する件（定款第 16 条第 3項） 

第 2号 本協会からの退会承認に関する件（定款第 19 条第 2項） 

  ② 報告事項 

   ⅰ 自主規制会議報告 



   ⅱ 貸金戦略会議報告 

   ⅲ 総務委員会報告 

   ⅳ 試験委員会報告 

 

 ⑾ 第 11 回理事会（平成 22 年 2月 23 日） 

  ① 審議事項 

第 1号 本協会への新規加入承認に関する件（定款第 16 条第 3項） 

第 2号 本協会からの退会承認に関する件（定款第 19 条第 2項） 

第 3号 支部事務所の移転に関する件 

その他 

  ② 報告事項 

   ⅰ 自主規制会議報告 

   ⅱ 貸金戦略会議報告 

   ⅲ 総務委員会報告 

   ⅳ 試験委員会報告 

ⅴ その他 

 

 ⑿ 第 12 回理事会（平成 22 年 3月 25 日） 

  ① 審議事項 

第 1号 本協会への新規加入承認に関する件（定款第 16 条第 3項） 

第 2号 本協会からの退会承認に関する件（定款第 19 条第 2項） 

第 3号 会費未納の協会員に対する処分に関する件 

第 4号 指定紛争解決機関（金融 ADR）設置に関する件 

第 5号 平成２２年度事業計画（案）承認に関する件 

第 6号 平成２２年度収支予算（案）承認に関する件 

第 7号 代議員選挙の日程等の決定に関する件 

第 8号 代議員候補者の推薦に関する件 

第 9号 「個人情報保護指針」の一部改正に関する件 

第 10 号 常務執行役の選任（新任・再任）承諾に関する件 

その他 

  ② 報告事項 

   ⅰ 自主規制会議報告 

   ⅱ 貸金戦略会議報告 

   ⅲ 総務委員会報告 

   ⅳ 試験委員会報告 

ⅴ その他 



３ 自主規制会議、貸金戦略会議、総務委員会、試験委員会 

⑴ 自主規制会議 12 回（平成 21 年 4 月 1日（書面による会議）、4月 28 日、6月 8日、7

月 23 日、8 月 20 日（書面による会議）、9 月 25 日、10 月 9 日（書面による会議）、11 月

26 日、12 月 15 日（書面による会議）、平成 22 年 1 月 20 日（書面による会議）、2 月 23

日、3月 19 日（書面による会議））開催 

① 自主規制基本規則、社内規則策定にあたっての細則、個人情報保護に関するガイドラ

イン及び指針、苦情処理及び相談対応に関する規則等を改正した。 

② 認定個人情報保護団体の業務に関する規則を制定した。 

③ 法令等違反届出事案の措置及び平成20年度書類監査結果による処分、措置を行った。 

④ 金融 ADR 制度に基づく、指定紛争解決機関の設置を承認した。 

 

⑵ 貸金戦略会議 12 回（平成 21 年 4 月 22 日、5月 25 日、6月 24 日、8月 19 日、9月 16

日、9 月 24 日（書面による会議）、10 月 13 日、11 月 18 日、12 月 11 日、平成 22 年 1 月

20 日、2月 17 日、3月 17 日）開催 

  ① 調査・研究活動 

貸金業の現状等に係る調査研究を行った。 

② 広報・啓発活動 

積極的なディスクローズ・広報を実施するとともに、資金需要者等への金融に係る知

識の普及啓発を行った。 

③ 研修活動 

  業務研修会及び貸金業務取扱主任者研修を実施した。 

④ その他 

貸金業関係法令の諸問題に係る調査研究等を行うとともに、協議会から意見・要望を

受けた。 

 

 ⑶ 総務委員会 9 回（平成 21 年 4 月 23 日、5 月 7 日（書面による会議）、8 月 20 日（書

面による会議）、9 月 17 日、10 月 16 日、11 月 20 日（書面による会議）、平成 22 年 1 月

14 日、2月 15 日、3月 15 日）開催 

   平成 22 年度事業計画及び収支予算（案）、平成 22 年度予算編成方針、定款及び定款改

正に伴う関連規則の改正、「個人情報保護に関するガイドライン」の一部改正、「認定個人

情報保護団体の業務に関する規則」の新設、支部会計処理の改正、平成 21 年度予算の上

期執行状況、支部事務所の移転等について、理事会に付議又は報告した。 

 

⑷ 試験委員会 5 回（平成 21 年 6 月 25 日、9 月 16 日、12 月 7 日、平成 22 年 1 月 6 日、

3月 11 日）開催 

   平成 21 年度第 1 回から第 4 回試験の試験問題の決定、合格基準及び合格者の決定等を



行った。 

 

４ 委員会等 

 ⑴ 自主ルール委員会 14 回（平成 21 年 4 月 27 日（書面による会議）、5月 26 日（書面に

よる会議）、6 月 3 日、6 月 29 日（書面による会議）、7 月 31 日（書面による会議）、8 月

26 日（書面による会議）、9 月 28 日（書面による会議）、10 月 28 日（書面による会議）、

11 月 24 日（書面による会議）、12 月 18 日（書面による会議）、平成 22 年 1 月 27 日（書

面による会議）、2 月 24 日（書面による会議）、3 月 18 日（書面による会議）、3 月 31 日

（書面による会議））開催 

  ① 広告審査小委員会 12 回（平成 21 年 4 月 15 日、5 月 20 日、6 月 10 日、7 月 15 日、

8 月 19 日（書面による会議）、9 月 15 日、10 月 21 日、11 月 18 日、12 月 16 日、平成

22 年 1 月 20 日、2月 17 日、3月 17 日）開催 

 

 ⑵ 苦情処理委員会 4 回（平成 21 年 4 月 21 日、9月 7日（書面による会議）、11 月 9日、

平成 22 年 3 月 8日）開催 

 

 ⑶ 規律委員会 11 回（平成 21 年 4 月 23 日、6 月 1 日、7 月 16 日、8 月 17 日（書面によ

る会議）、9月 17 日、9月 29 日（書面による会議）、11 月 4 日、12 月 8 日（書面による会

議）、平成 22 年 1 月 15 日（書面による会議）、2月 15 日、3月 17 日（書面による会議））

開催 

 

⑷ 企画調査委員会 13 回（平成 21 年 4 月 15 日、5月 20 日、6月 10 日、6月 25 日（書面

による会議）、7月 1日（書面による会議）、8月 18 日、9月 9日、10 月 8 日、11 月 11 日、

12 月 9 日、平成 22 年 1 月 13 日、2月 10 日、3月 10 日）開催 

① 調査研究小委員会 11 回（平成 21 年 4 月 3日（書面による会議）、5月 13 日、6月 2

日、8月 7日、9月 2日、9 月 30 日、11 月 4 日、12 月 2 日、平成 22 年 1月 6 日、2月

3日、3月 9日）開催 

② 政策企画小委員会 8 回（平成 21 年 5 月 14 日、6 月 4 日、8 月 6 日、9 月 4 日、10

月 2 日、11 月 6 日、12 月 4 日、平成 22 年 3 月 5日）開催 

③ 広報小委員会 13 回（平成 21 年 4 月 10 日、5月 15 日、6月 5日、7 月 8日、8月 5

日、9 月 3 日、10 月 1 日、11 月 5 日、12 月 1 日、平成 22 年 2 月 4 日、2 月 19 日、3

月 4日、3月 30 日）開催 

④ 税制研究小委員会 7 回（平成 21 年 4 月 7 日、5 月 18 日、6 月 9 日、6 月 29 日、7

月 28 日、平成 22 年 2 月 2日、3月 2日）開催 

 

 ⑸ 研修委員会 4 回（平成 21 年 4 月 27 日、5 月 29 日（書面による会議）、10 月 21 日、



11 月 27 日）開催 

① 業務研修小委員会 3 回（平成 21 年 4 月 13 日、5月 26 日、10 月 6 日）開催 

 ⑹ 人事推薦合同委員会 3 回（平成 21 年 4 月 17 日付（書面による会議）、6月 25 日付（書

面による会議）、平成 22 年 3 月 16 日付（書面による会議））開催 

 

 ⑺ 財務部会 4 回（平成 21 年 4月 17 日、10 月 16 日、平成 22 年 2 月 15 日、3月 15 日）

開催 

 
５ 協議会 

  10 地区各 1回（計 10 回）（平成 21 年 6 月 26 日（四国地区）、7月 1日（東海地区）、7月

2 日（近畿地区）、7 月 3 日（北陸地区）、7 月 9 日（九州地区）、7 月 10 日（中国地区）、7

月 13 日（東北地区）、7月 14 日（北海道地区）、7月 17 日（関東地区）、7月 24 日（九州（沖

縄）地区）開催 

  各地区協議会正副会長と貸金戦略会議委員との懇談会 1回（平成 21 年 12 月 11 日）開催 

 

６ 役員等の異動 

  常務執行役の就退任 

 ⑴ 平成 21 年 4 月 1日付再任 菊一 護、小出昌宏、渡邉範善 

 ⑵ 平成 22 年 2 月 28 日付退任 渡邉範善 

 


